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令和元年度　基本評価調書

 Ｐｌａｎ　（目標管理型行政運営システム実施要領 別紙様式１）

施策目標
　純国産の再生可能エネルギーである水力発電による電力供給を通じて、本道における電力の
安定供給に寄与する。

・道営電気事業は電気事業法に基づく発電事業者として、９箇所の水力発電所を運営し、発電
した電力の売電先である北海道電力への電力供給を通じ、本道の電力の安定供給に寄与して
いる。
・経営の基盤となる発電施設については、老朽化が進んでいる施設もあることから、適切な維
持管理を行うことはもちろん、施設の計画的な補・改修等を行う必要がある。また、組織につい
ては、施設管理の委託化を進めてきたことから、人材育成を図るため職員の技術向上に努める
ほか、不測の事態に備えた防災体制の充実に取り組む必要がある。
・国が進める電力システム改革（小売の全面自由化、料金規制の撤廃、送配電の分離など）
は、道営電気事業の経営に大きな影響を及ぼすことから、事業を取り巻く諸情勢の変化に適切
に対応する必要がある。

新たな成長産業への挑戦や研究開発の推進

施 策 名
照   会   先

企業局所 管 部 局

発電課、総務課

水力発電によるエネルギーの安定供給へ
の寄与

施策の
推進体制
（役割・取組等）

4,744,591

施策コード作成責任者 企業局長　岸　純太郎

中項目（政策の柱）

知事公約  

２（４）Ｂ

【電力の安定供給】
[道] 電力会社への電力供給、計画的な補修及び改修工事の実施による
適切な維持管理、人材育成の推進
[国] 関係法令許認可（国土交通省、経済産業省）
[民間] 道民への電力の安定供給（電力会社）

政策体系

政
策
体
系

北海道企業局経営計画

現状と
課題

１　目標等の設定

小項目（政策の方向性）

A3511、A3515
北海道

強靱化計画

総合計画の指標

経済・産業

発電課経営企画Ｇ（内線 32-751）

新エネルギーの開発・活用促進や環境・エネルギー産業の創造 新エネルギー導入量（設備容量、発電電力量）

役割等政策体系役割等 施策の予算額

関　係　課

【総合計画等の位置づけ】

大項目（分野）

北海道創生
総合戦略

特定分野別
計画等



施策

事務事業

事務事業名

前年度付加意見

前年度付加意見 各部局の対応（平成31年3月末時点）

＜事務事業評価 意見区分；　前年度評価結果への対応など＞

今年度の
取組

各部局の対応（平成31年3月末時点）
事務事業
整理番号

事務事業名

２（４）Ｂ

◎電気事業法に基づく発電事業者として、北海道電力(株)へ電力を供給する。
　　発電所数　　9発電所(石狩川水系夕張川6、天塩川水系2、石狩川水系雨竜川1）
　　最大出力　　84,290kW
　　予定供給電力量　284,265MWh
◎清水沢発電所改修事業
　 平成２９年度（2017年度）から現地工事に着手。今年度の主たる工事として、新設発電
所に係る基礎工事及び建屋建築工事並びに水圧鉄管の製作据付工事などを行うほか、
新たにダム改修工事や鋼製ゲート及び除塵機の製作据付工事などに着手する予定であ
る 。
　また、水車発電機等の機器類は工場製作を進めており、土木及び建築工事の進捗に
合わせて、据付工事を進めて行く。
◎発電監視制御システム改修事業
　 令和２年度（2020年度）以降、原則として一般競争入札での売電を予定していること
や、国が進める「電力システム改革」に対応するため、新たに企業局独自の制御所を建
設する。今年度は、引き続き発電監視制御システム改修工事の工事監督を行うほか、新
たに発電制御室改修工事（本庁別館）、滝の上取水口演算処理装置改修工事などに着
手する。

前年度付加意見への対応状況（平成31年3月末時点）

今年度の取組政策体系 政策体系 今年度の取組

＜意見区分；　施策目標の達成状況・事務事業の有効性＞

事務事業
整理番号

事務事業



 Ｄｏ & Ｃｈｅｃｋ　　施策評価
１－２　取組の結果
（１）取組の実績と成果

政策体系 実績と成果等
関連する計画等

備　考北海道
創生総合戦略

北海道
強靱化計画

知事公約

２（４）Ｂ

◎電気事業法に基づく発電事業者として、北海道電力（株）へ電力を供給する。
・平成３０年度は年間予定電力量２８０，４２３MWhに対し、年度当初に融雪出水が順調に進んだことや、７月の記録的な大
雨などにより、流下量が増えたことから、実績は３５７，６１９MWｈ（計画対比１２７．５％）となった。
・令和元年度（７月末時点）についても、予定電力量１５７，０３８MWhに対し、融雪出水が順調に進んだことなどから、実績
は１７０，４２７MWｈ（計画対比１０８．５％）と順調に推移している。

Ａ３５１１ － －

２（４）Ｂ

◎清水沢発電所改修事業
・平成３０年度は、９月に水圧鉄管製作据付工事、１０月に発電所建屋建築工事をそれぞれ発注した。
・令和元年度は、ダム改修工事、取水口除塵機等製作据付工事、ドラフトゲート製作据付工事、天井クレーン製作据付工
事を予定している。

Ａ３５１１ － －

２（４）Ｂ

◎発電監視制御システム改修事業
・平成３０年度は、４月に発電監視制御システム改修工事を発注した。
・令和元年度は、発電制御室改修工事、滝の上取水口演算処理装置改修工事を予定している。 Ａ３５１１ － －

（２）その他の取組の成果等

国等要望・
提案状況

・平成３０年度は、５月に公営電気事業経営者会議を通じて、「地域再生可能エネルギーの導入
促進に関する要望」を、１１月に地方公営企業連絡協議会を通じて、「平成３１年度地方公営企
業に関する要望」を行った。
・令和元年度は、５月に公営電気事業経営者会議を通じて、「地域再生可能エネルギーの導入
促進に関する要望」を行った。

施策に
関する

道民ニーズ
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 Ｄｏ & Ｃｈｅｃｋ　施策評価

（１）施策間・部局間の連携 （１）施策間・部局間の連携

環境生活部と連携し、地域におけるバイオマスの利活用の取組を支援、促
進。

環境生活部で取りまとめた庁内の取組と連携し、地域の再エネ導入の取
組を支援する。

0303

0304 環境生活部環境局気候変動対策課

－

２　連携の状況　　　　　　　　　　　

令和元年度　基本評価調書 施　策　名

 Ｐｌａｎ　（目標管理型行政運営システム実施要領 別紙様式１）

政策体系
関係部・関係課施策コード

－

環境生活部環境局気候変動対策課

２（４）Ｂ

再生可能エネルギーである水力発電について、施設の建設や適切な維持
管理を図り、電力の安定供給に努めるとともに、「北海道省エネルギー・新
エネルギー促進行動計画」における新エネルギーの導入目標の達成に寄
与する。
そのため、経済部等と連携し、「地域新エネルギー導入アドバイザー制度」
により、小水力等の再生可能エネルギー発電施設などを設置する市町村
等に対し、技術・経営の両面からアドバイスを行い、導入を支援する。
また、再生可能エネルギー等の地産地消の取組を支援するため、平成２９
年度（2017年度）に一般会計に設置された「新エネルギー導入加速化基
金」（経済部所管）へ、電気事業会計の利益の一部を繰り出す。

水力発電によるエネルギーの安定供給への寄与 施策コード

連携内容
連携先

0512 経済部産業振興局環境・エネルギー室

２－２　連携の取組状況

取組の実績と成果

・「地域新エネルギー導入アドバイザー制度」については、平成３０年度８件
（１市６町１村）、令和元年度(７月末時点)１件（１村）の利用実績があり、指
導・助言・情報提供等を行った。
・また、平成３０年度は、昨年に引き続き、道の施策とも連携を図り、地域にお
ける再生可能エネルギーの導入が拡大されるよう、一般会計に設置された
「新エネルギー導入加速化基金」へ約３億８千万円を繰り出した。

・地球温暖化対策を全庁的に推進する「地球温暖化対策施策」の事業である
「地域新エネルギー導入アドバイザー制度」により、再生可能エネルギーの
導入等によるエネルギーの地産地消の支援・促進を図った。

環境生活部が主催する「バイオマス利活用推進連絡会議」や「北海道バイオ
マスネットワーク会議」などに出席し、市町村の取組状況やバイオマスに係る
支援施策などの情報交換・共有を図った。



（２）地域・民間との連携・協働 ２-２（２）地域・民間との連携･協働

連携内容

　 水力発電の知識やノウハウを活用し、地域の再生可能エネルギーの導入促進を図る
ため、関係機関と連携し、「地域新エネルギー導入アドバイザー制度」により、小水力発
電等の再生可能エネルギーによる発電施設などを設置する市町村等に対し、技術・経
営の両面からアドバイスを行い，導入を支援する。
　また、小水力発電の市町村等への普及啓発のため、モデル事業として建設し、平成３
１年４月から営業運転を開始した「沼の沢取水堰発電所」の現地見学会を８月（１回）に
開催するとともに、導入検討を行う際の手順やポイントをまとめた小冊子を作成し、現地
見学会で配布するほか、道内市町村へ配布する。

連携先

市町村等

取組の実績と成果

・「地域新エネルギー導入アドバイザー制度」については、平成３０年度８件
（１市６町１村)、令和元年度(７月末時点)１件(１村)の利用実績があり、指導・
助言・情報提供等を行った。
・４月から営業運転を開始した「沼の沢取水堰発電所」の現地見学会を８月に
開催。また、導入検討を行う際の手順やポイントをまとめた小冊子を作成し、
現地見学会で配布するほか、道内市町村へ配布。
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 Ｄｏ & Ｃｈｅｃｋ　施策評価
３　成果指標の設定 ３－２　成果指標の達成度合

8,115以上

Ｒ7

目標値

最終年度 R7

主② 指標名 目 標 の 基 準 今 年 度 の 目 標 最 終 目 標

新エネルギー導入目標
発電分野：発電電力量（百万
kWh）

基準年度 H24 年度 R1 最終年度

基 準 値 5,866 7,834 最終目標値

基 準 値 149 265.4 最終目標値 282以上目標値

年度

 Ｐｌａｎ　（目標管理型行政運営システム実施要領 別紙様式１）

主① 指標名

〔指標の説明〕
道内の新エネルギー発電設備の設備容量を
示すもの
R2に目標を達成し、以降それ以上をめざす
こととしている

根拠計画 達成率の算式

道営発電所の最大出力(kW)
基準年度 H24 年度 Ｒ1 最終年度

基 準 値

他①

Ｒ2

84,380

最 終 目 標

70,940 目標値 84,290 最終目標値

北海道総合計画、北海道省
エネルギー・新エネルギー促
進行動計画【第Ⅱ期】

増減方向

２（４）Ｂ 増加 (実績値／目標値)×100

● 本施策に成果指標を設定できない理由

〔指標の説明〕
　改修時に出力増を図るなどにより、発電電
力量の増加など、経済性・効率性の向上が
期待できる。

根拠計画 達成率の算式政策体系 増減方向

２（４）Ｂ 増加北海道企業局経営計画 (実績値／目標値)×100

指標名 目 標 の 基 準 今 年 度 の 目 標

政策体系

根拠計画

新エネルギー導入目標
発電分野：設備容量（万kW）

基準年度 H24 R1

〔指標の説明〕
道内の新エネルギー発電設備の設備容量を
示すもの
R2に目標を達成し、以降それ以上をめざす
こととしている

達成率の算式増減方向

増加

政策体系

北海道総合計画、北海道省
エネルギー・新エネルギー促
進行動計画【第Ⅱ期】

(実績値／目標値)×100２（４）Ｂ

（H:平成　R:令和、大文字は年度、小文字は暦年）

目 標 の 基 準 今 年 度 の 目 標 最 終 目 標

令和元年度　基本評価調書 施　策　名 水力発電によるエネルギーの安定供給への寄与 施策コード

達成度合 Ａ 評価年度 H29
達成度合の分析　ほか

・最新の実績はH29年度の統計の数値
・再生可能エネルギーの固定価格買取
制度の導入（平成24年7月）を契機に太
陽光や風力の導入が進んでおり、H29年
度においては、大規模太陽光発電設備
が複数新設されたことや大規模バイオマ
ス発電施設の新設などにより実績値が
大きく伸びた。

年    度 H29 H30 進捗率

目 標 値 232.1 － 282.0

実 績 値 292.7 － 292.7

達成率 126.1% － 103.8%

達成度合 Ａ 評価年度 H29
達成度合の分析　ほか

・最新の実績はH29年度の統計の数値
・再生可能エネルギーの固定価格買取
制度の導入（平成24年7月）を契機に太
陽光や風力の導入が進んでおり、H29年
度においては、大規模太陽光発電設備
が複数新設されたことや大規模バイオマ
ス発電施設の新設などにより実績値が
大きく伸びた。

年    度 H29 H30 進捗率

目 標 値 7,272.0 － 8,115.0

実 績 値 7,921.0 － 7,921.0

達成率 108.9% － 97.6%

達成度合 A 評価年度 Ｈ３０
達成度合の分析　ほか

平成３０年度は、昨年に引き続き、清水
沢発電所改修事業の改修工事（発電所
等改修工事、水車発電機製作据付工事
等）を行った。また、沼の沢取水堰発電
所が平成３１年３月に完成した。

年    度 Ｈ３０ Ｒ１ 進捗率

目 標 値 84,290 84,290 84,380

実 績 値 84,290 - 84,290

達成率 100.0% - 99.9%

●　達成度合について

達成度合 A B C D -

直近の成果指標
の達成率

100%以上　
90%以上
100%未満

80%以上
90%未満

80%未満 算定不可



施策名 施策コード 10 ― 01

Ｐｌａｎ

0201 2(4)B 電力の供給 発電課 2,081,728 0 22.5 20.0 42.5 2,420,453

0202 2(4)B 清水沢発電所改修事業 発電課 1,902,922 0 8.0 0.0 8.0 1,966,682

0203 2(4)B 発電監視制御システム改修事業 発電課 759,941 0 3.0 0.0 3.0 783,851

0 4,744,591 0 33.5 20.0 53.5

うち
一般財源

前年度から
の繰越事業
費（千円）

執行体制

人工計出先 機関本庁
事業費
（千円）

フル
コスト

（千円）

水力発電によるエネルギーの安定供給へ
の寄与

 (目標管理型行政運営システム実施要領別紙様式1）

４　事務事業の設定

計

整理番号
課・局
室名

事務事業名
政策
体系

令和元年度　基本評価調書

事務事業概要

主として河川総合開発事業及び国のエネルギー政策の一貫として電源開発を行い、電気
事業法に基づく発電事業者として北海道電力（株）に電力を供給する。（9発電所、最大出
力合計84,290ｋＷ）

発電施設の老朽化（昭和１５年（1940年）完成）や上流の夕張シューパロダムの完成に伴
う河川流量の変化などを踏まえ、最適な施設規模に改修する。

令和２年度（2020年度）以降、原則として一般競争入札での売電を予定していることや、国
が進める「電力システム改革」に対応するため、新たに企業局独自の制御所を建設する。

令和元年度



―

(1)成果指標の分析

令和元年度　基本評価調書 施　策　名 水力発電によるエネルギーの安定供給への寄与 施策コード 10 01

-

100%以上　
90%以上
100%未満

80%以上
90%未満

80%未満 算定不可

 Ｄｏ & Ｃｈｅｃｋ　　　施策評価　一次政策評価結果（各部局等による評価）　
5  一次政策評価結果と翌年度に向けた対応方針等

政策体系

達成度合の集計

判定 成果指標の分析A B C D

A・B指標
のみ

＜道営発電所の最大出力【Ａ】＞
・当局においては、改修事業に鋭意取り組んでおり、これまでのところほぼ計画通りに進捗している。
＜新エネルギー導入目標発電分野：設備容量【Ａ】、発電電力量【Ａ】＞
・道内においては、大規模太陽光発電設備や、大規模バイオマス発電施設の建設、稼働などにより、着実に実績値は伸びている状況。

-

２（４）B 3

-

-

-

-

A・B指標
のみ

計
3 0 0 0 0



(2)取組の分析

1

2

3

計画した取組を着実に進め、かつ社会情勢
や道民の要請等を踏まえた課題等に対応し
ているか

○
電力会社に電力の安定供給を行うことを通じて、道民への電力の安定供給に資するとともに、老朽化した発電所の改修や小水力発電所の建設等を着実に
推進している。

基準２～４
（施策の推進に当たり取組が認められる）

取組がある
（○あり→取組がある）

取組があるとする理由

基準1
（施策の推進に当たり対応すべきもの）

対応している
（○あり→対応している）

対応しているとする理由

4

施策の推進に当たり、他の施策・部局との連
携による成果を確認できるか

○ 地域の多様な再生可能エネルギーの開発を支援するなど、政策の実現に向けた取組において、他部局との連携した成果が認められる。

施策の推進に当たり、地域・民間との連携･
協働による成果を確認できるか

○ 市町村等に対し、適宜、指導・助言・情報提供等を行っている。

施策の推進に当たり、国等に要望・提案を行
い、実現に向けて進捗しているか

○ 地域再生可能エネルギーの導入促進に関する要望など、国に対し必要な要望を実施している。

道民からのニーズを的確に把握し、施策推
進に役立てているか

判　　　　　定
（基準１が「○」で、かつ基準２～４のうち１つ以上に「○」がある→a、それ以外→ｂ） a



(3)総合評価と対応方針等

A・B指標のみ a 概ね順調に展開

対応方針 関連する事務事業 関連する計画等

成果指標の分析 取組の分析
総合評価

判定(計） 判定

北海道創生
総合戦略

北海道
強靱化計画

知事公約

① ２（４）B

売電の一般競争入札や国が進める電力システム改革に対応するため、本庁別館に企業局独自の制御所の建設を平成
２９年度から進めており、今年度中に６発電所の遠隔監視制御及び１発電所の遠隔監視を行う。なお、令和２年度は、改
修中の清水沢発電所を対象とした工事を行い、当該事業は終了となる。 再構築に向

け縮小
０２０３ 発電監視制御システム改修事業 Ａ３５１１

対応方針
番号

政策体系 内　　　　容 方向性
事務事業
整理番号

事務事業名

－ －

前年度付加意見への対応状況（事務事業）
事務事業
整理番号 事務事業名 前年度付加意見 各部局の対応（評価時点）



10 ― 01

対応方針
番号

①

（３）事務事業への反映状況

 Ａｃｔｉｏｎ　　施策・事務事業評価

令和元年度　基本評価調書 施　策　名 水力発電によるエネルギーの安定供給への寄与 施策コード

７　評価結果の反映

（１）一次評価結果への対応

対応 事務事業

＜廃止・縮小、見直しを行った取組等＞
本庁別館に企業局独自の制御所（発電監視制御室）を建設し、令和２年３月に完成。令和２年４月から６発電所の遠隔監視制御及び１発電所の遠隔監視を実施。現在改
修中の清水沢発電所に対応する工事を令和２年度に行い、当該事業は終了。

終了：発電監視制御システム改修事業

（２）二次評価結果への対応(付加意見への対応状況）

整理番号

方　向　性 拡　　充 改　　善 縮　　小 統　　合 廃　　止 終　　了 合　　　計
次年度新規事業

（予定）

反 映 結 果
1 1 0

事務事業名
一次政策評価に

おける方向性(再掲)
次年度の方向性

（反映結果）

0203 発電監視制御システム改修事業 縮小 終了


